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～TOKAIとビック東海の経営統合について～
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グループの持続的成長のための新たな組織運営体制の構築グループの持続的成長のための新たな組織運営体制の構築

グループ親会社㈱TOKAIと㈱ビック東海は安定したエネルギーと成長性のある情報通信をコア

にその規模を拡大。とくに情報通信事業での発展は目覚しく、情報通信事業サービスにより急速
に顧客基盤を拡大させてきた。

持株会社の必要性

TOKAIグループの歩みTOKAIグループの歩み

暮らしの中のあらゆるニーズに即した総合的な商品・サービスを
グループの総力を挙げて提供するために、

機動的且つ柔軟な組織再編が可能な持株会社体制へと移行することで、
親子上場の解消をはじめ、グループが抱えている課題を解決し、持続的な成長を図る。

グループ収益の２本柱を確立

連結売上高1,600億円・連結経常利益108億円・連結当期純利益31億円・顧客件数226万件

グループ収益の２本柱を確立

連結売上高1,600億円・連結経常利益108億円・連結当期純利益31億円・顧客件数226万件

①グループ組織再編の実施と経営資源の最適配分（「選択と集中」）

②事業や資産の重複を解消

③グループ横断的な合理化の実施

④有利子負債の削減・自己資本比率の向上

⑤グループ人材の育成

1
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○資産：東名阪の光ファイーバー幹線網

○組織：企業間通信とブロードバンドISPの営業組織

○方策

・持株会社でファイナンス機能を一元化

・経営計画での投資のメリハリ強化とキャッシュフロー
管理の徹底

○有利子負債の現状

・平成21年度末 1,277億円（平成22年9月末 1,203億円）

○自己資本比率の現状

・平成21年度末 7.2％
（純資産139億円／総資産1,910億円）

○他社比較（平成21年度末）

・シナネン 59.1％、ミツウロコ 55.8％、カメイ 29.1％、
岩谷産業 16.6％、日本瓦斯 18.8％

○一次再編

・持株会社を設立、ビック東海の完全子会社化

○二次再編（顧客基盤の相互活用、選択と集中）

・グループの強みであるリテール分野を主軸とした成長

・エネルギー、情報通信（ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・CATV・ﾓﾊﾞｲﾙ）、

アクア、保険などリテール事業と顧客情報の統合

②事業や資産の重複を解消

①グループ組織再編の実施と経営資源の最適配分

⑤グループ人材育成③グループ横断的な合理化の実施

・物流機能の効率化

・基幹システムの再構築による業務の標準化・合理化

・シェアードサービスの推進による間接業務コスト削減

持株会社のねらい2

・グループ横断的な知識・経験が豊富な次世代リーダー
の育成

・お客様のニーズに応じて商品・サービスをスマートに
提供できる人材の育成

④有利子負債の削減・自己資本比率の向上
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持株会社の概要

商号
株式会社 TOKAIホールディングス

（英文名：TOKAI Holdings Corporation）

株式移転比率 TOKAI ： ビック東海 = 1 : 2.3

所在地 静岡県静岡市葵区 設立予定日 平成23年4月1日

代表取締役 鴇田勝彦 決算期 3月31日

上場取引所 東京証券取引所第一部 資本金 140億円

TOKAI（完全子会社）連結の概要

事業内容 ガス事業、情報通信事業他

売上高 1,592億円

営業利益 100億円

従業員数 4,029人

決算期 3月31日

ビック東海（完全子会社）連結の概要

事業内容 CATV事業、情報通信事業他

売上高 428億円

営業利益 55億円

従業員数 1,590人

決算期 3月31日

※ 数値は平成22年3月期決算による

持株会社の概要3

Page  4

統合スキーム：共同株式移転

TOKAI ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株主TOKAI ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株主

株式移転（H23年4月1日以降～）現状

TOKAI

ビック東海

T社株主T社株主 V社株主V社株主 旧T社株主旧T社株主 旧V社株主旧V社株主

TOKAI ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

株式移転比率

TOKAI ： ビック東海

1 ： 2.3

TOKAI ビック東海

100%100%
32.1%

54.6%
（60.6%）

発行済株式の保有率を記載
（ ）内はグループ連結保有比率

統合スキーム4
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「グループ経営」と「個社経営（事業執行）」を分離

○持株会社は、
①事業会社が目標達成するための経営資源（ヒト･モノ･カネ・情報）を最適配分
②各事業会社の事業推進をサポート（企画・調査等）

持株会社の基本的な役割

持株会社
（TOKAI ホールディングス）

持株会社
（TOKAI ホールディングス）

事業会社
（ビック東海）

事業会社
（ビック東海）

事業会社
（東海ガス）

事業会社
（東海ガス）

事業会社
（TOKAI）
事業会社

（TOKAI）
グループ経営グループ経営

個社経営
（事業執行）

個社経営
（事業執行）

・経営資源の 適配分
・事業推進のサポート

・経営資源の 適配分
・事業推進のサポート

持株会社の基本的な役割5

個社経営
（事業執行）

個社経営
（事業執行）

個社経営
（事業執行）

個社経営
（事業執行）
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市場の魅力度※2

収益性※3

※1 個別事業の期待収益の総和の 大化と、リスクを回避しながら安定的に収益を獲得していくための検討手法。
※2 外部環境（経済、社会、法規制、技術）の各動向評価、市場成長性の評価、競争環境の評価をそれぞれ点数化した総和
※3 各事業ごとの直近営業利益率を算定。各事業が属する業界の平均営業利益率（上場企業:09年度）と、各事業の直近営業利益率の差分を算定し、プラスの差分が

大きい事業ほど、収益性が高いと想定して、点数化

【ガス】

・代替エネルギーの台頭、省エネ進展、

世帯数の減少などにより、成熟期に至る

⇒ 効率化・合理化により
収益力の向上を目指す

※ 円の大きさは直近売上高を示す

※1

他の事業との相乗効果や

新規事業で補完し合う

0
≈

【アクア】

・利便性や環境性など時代に

マッチした商品として市場の
成長が 見込まれる

⇒ 顧客数を増やし、
早期主力事業化を指す

≈

リテール事業のポートフォリオ6

アクア

【情報通信】

・社会のIT化の加速により、中長期的な成長期待あり

⇒ ICTの革新を背景にした、 新たな
ビジネスモデルの構築を目指す

【情報通信】

・社会のICT化の加速により、中長期的な成長期待あり

⇒ ICTの革新を背景にした、 新たな
ビジネスモデルの構築を目指す
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【TOKAIホールディングス】

226万件
【TOKAI】

顧客数：116万件

LPG・LNG
アクア

ブロードバンド
セキュリティ

モバイル

【ビック東海】
顧客数：110万件

CATV
ブロードバンド

リテール顧客基盤の相互活用
7 統合によるグループシナジー

①ビック東海の情報通信技術を活かした、顧客基盤の一元化
②TOKAIの販売体制を活かした、積極的な販売推進
①ビック東海の情報通信技術を活かした、顧客基盤の一元化
②TOKAIの販売体制を活かした、積極的な販売推進

⇒ ARPU（顧客一件当たりの売上高）の増加

（平成22年9月末）
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TOKAI コミュニケーション プラットフォーム

（通信／認証・課金）

ガス・エネルギー
分散電源管理

ファシリティ
グリッド

各種手続き

“Total Life Concierge”

EV車両管理

充電
ステーション

地域密着型の多彩なグリッドを繋ぐことでお客様に安心・便利・快適をプロデュース

ヘルスケア
グリッド

介護サービス

アグリビジネス

自転車・
バイク・カーシェアリング

セキュリティ
グリッド

ＩＣＴ
グリッドエネルギー

グリッド

ホームセキュリティ

保険

ガス

情報通信 モバイル太陽光発電

アクア

ブライダル

住宅・設備

モビリティ
グリッド

ホスピタリティ
グリッド

医療連携

HEMS
BEMS/FEMS

※グリッド：格子の意味で各分野を網目のように全体をカバーし、一つひとつは小さくても、集まれば巨大なパワーを生むことを意図
※HEMS（ Home Energy Management System）：住宅内のエネルギー消費機器や発電装置を、ICT技術の活用によりネットワークでつなぎ、

各機器の運転を 適な状態に 制御して、省エネルギーをトータルで実現するシステム
※BEMS（ Building and Energy Management System）： 建物の使用エネルギーや室内環境を把握し、これを省エネルギーに役立てるシステム
※FEMS（Factory Energy Management System）：工場におけるエネルギー使用状況を把握し、エネルギー使用の合理化と 適化を図るシステム

暮らしの総合サービス

TOKAI

葬祭
決済サービス

地熱利用
暮らしのSOSサービス

グループの目指す事業領域（TLC）
7 統合によるグループシナジー
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グループ横断的な
コストダウン

情報通信事業との
統合によるシナジー

・LPG事業、アクア事業との

物流の合理化

・ブロードバンドISPの営業
組織と企業間通信サービス
の営業組織の集約

営業機能の効率化 物流機能の合理化

・シェアードサービスの推進
（間接業務の合理化）

・グループ横断的な業務処理

システムによる効率的運用

業務効率化・合理化

・TOKAIとビック東海が

それぞれ所有する東名阪の

光ファイバー幹線網の集約

（運営管理コストの削減、

品質均一化・向上）

資産の集約

統合によるコストダウン
7 統合によるグループシナジー
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11

京都
水口

1

17

1

1

6

柏

総和

岩瀬
足利

16

50
行田

草加

4

横浜

小田原

四日市

25

御殿場

富士

入間
世田谷

上野原甲府

諏訪

木曽

中津川

土岐

20

19

平塚

名古屋第
1

大阪

246 ＮＴＴデータ
大手町データセン

ター

２００～３００芯２００～３００芯２００～３００芯

国土交通省使用

ＴＯＫＡＩ / 
ビック東海

情報ボックス断面図

中央ルート中央ルート
２００芯２００芯

東名 R1-R246ルート
３００芯

東名東名 R1R1--R246R246ルートルート
３００芯３００芯

中継局

中継局

（候補地）

23

大宮

焼津

静岡
沼津

掛川
浜松

豊川

2000年度～2010年3月完工 幹線 1,943 km

（参考）2011年3月期以降敷設予定

支線 567 km

ＣＡＴＶ光幹線 2,446 km

4,956 km2010年3月末 敷設総距離

※ 支線、ＣＡＴＶ光幹線は、情報ボックスを利用していない。

※ また、位置の表示を省略している。

※

名古屋第
2

大垣

他社より賃借

厚木

土浦

２００芯２００芯２００芯

・TOKAIは、関東一円及び名阪間の1/2及び中央ルートを保有。

・ビック東海は、東名間及び名阪間の1/2を保有。

7 統合によるグループシナジー

資産の集約～光ファイバー幹線網の集約
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TOKAI ビック東海

会長（CEO）会長（CEO）

社長（COO）社長（COO）

東京本社

会長会長

社長社長

企業間通信サービスの
営業組織の重複

ブロードバンドISPの

営業組織の重複

7 統合によるグループシナジー

営業機能の効率化
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日程 内容

平成22年 11月 18日 取締役会決議（株式移転計画書締結）・ 外部公表

平成22年 11月 19日 TOKAI・ビック東海合同説明会

平成23年 1月 21日 臨時株主総会

事業ビジョン・中期事業計画の策定
合理化計画、シェアードサービス構想の検討

平成23年 4月 1日 共同持株会社（TOKAI ホールディングス）設立

平成23年 5月 新中期経営計画発表

具体的な経営目標数値は、平成23年5月を目処に発表予定

今後のスケジュール8
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本資料に関するお問い合わせは下記まで

お願いいたします。

株式会社ＴＯＫＡＩ グループ統合総合推進室

〒420-0034 静岡市葵区常磐町2丁目6番地の8

TEL：(054)254-8181

FAX：(054)273-4821

e-mail： tk-kikakuc@tokaigroup.co.jp

本資料で記述されている業績予想並びに将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき

当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、様々な
要因の変化により、実際の業績は記述されている将来見通しとは大きく異なる結果となる可能
性があることをご承知おき下さい。

http://tokai.jp
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